
令和８年４月３日 

 

輸出国に特定の植物検疫措置を要求する植物の輸入に対するモニタリング検

査の試行の継続等について 

 

１．経緯  

（１）令和６年度から輸出国における措置の実施を監視し、輸出国に改善を求める仕組

み（モニタリング検査）を導入し、対象の植物について輸入時に精密検定を実施。 

（２）令和６～７年度はモニタリング検査の試行を行い、併せて暫定対応を整理し、一

定期間検出事例が無かった品目の暫定検査対応を解除。 

 

２．対応  

（１）モニタリング検査の継続 

令和６～７年度に対象としており、検出事例があったものを令和８年度のモニタ

リング検査として継続して実施。併せて、インド産 ToBRFV を新たにモニタリング検

査の対象に追加。 

（２）令和７年度モニタリング検査実施品目に対する対応 

   一定期間検出事例が無かった次の品目に対するモニタリング検査を解除。 

  検疫措置実施国・

地域 

検疫有害植物 

中国 Acidovorax citrulli（規則別表２の２の 19 項） 

中国 Potato spindle tuber viroid（規則別表２の２の 24 項） 

ブラジル Acidovorax citrulli（規則別表２の２の 19 項） 

タイ Columnea latent viroid（規則別表２の２の 26 項） 

 

３．令和８年度モニタリング検査の詳細  

（１）対象植物 

令和８年４月９日から令和９年３月 31 日までに卸下されたもので、貨物、郵便物

及び携帯品として輸入される、下表に掲げるもの。ただし、STEP０であって、輸入数

量の 10％となる数量が「（３） 検定方法」表中の検定数量に満たない少量荷口のもの

を除く。 

下表は、令和８年度途中であっても検疫措置が正しく行われていないと疑われる事

例があった場合等、必要に応じて変更するものとする。 

検疫措置 

実施国・地域 

検疫有害植物 植物名および部位 開始時

の STEP 

インド Tomato brown rugose 

fruit virus（規則別表２の

２の 36 項） 

規則別表２の２の 36 項に規

定される植物（ただし、STEP

０では種子のみを対象とす

る。） 

STEP０ 

 



タイ Tomato brown rugose 

fruit virus（規則別表２の

２の 36 項） 

規則別表２の２の 36 項に規

定される植物（ただし、STEP

０では種子のみを対象とす

る。） 

STEP２ 

 

イタリア Tomato brown rugose 

fruit virus（規則  

別表２の２の 36 項） 

規則別表２の２の 36 項に規

定される植物（ただし、STEP

０では種子のみを対象とす

る。） 

STEP３ 

（ 輸 入

停止） 

 

 

（２）件数及び抽出方法 

輸入申請における検査荷口をモニタリング検査の単位とする。モニタリング検査

は、国・地域と検疫有害植物の組合せ毎に上限を300件（１か月あたり25件）とする。 

なお、検査荷口の抽出にあたっては検査日（輸入種苗検疫要綱（昭和53年９月30

日付け53農蚕第6963号農蚕園芸局長通達）第８の第１項で規定する１次検査を実施

する日）順を基本とするが、同一検査日に複数の検査荷口がある場合は、数量の多

いものから順に対象とする。 

  ただし、STEP１又は２の場合、これらの上限は適用されない。 

 

（３）検定方法 

次の数量について、当該検疫有害植物を対象とした遺伝子検定を実施する。 

検疫措置実施

国・地域 

検疫有害植物 検定数量 

インド 

タイ 

イタリア 

Tomato brown rugose fruit 

virus（規則別表２の２の 36

項） 

（１）種子について 

・STEP０又は１の場合 

400 粒（STEP１であって、同

一の検査荷口に含まれる種子

が 4,000 粒未満の場合は、当

該種子の 10％。） 

・STEP２の場合 

4,600 粒（同一の検査荷口

に含まれる種子が 46,000 粒

未満の場合は、当該種子数の

10％） 

（２）種子及び果実を除く生

植物について 

検査単位ごとに輸入植物検疫

規程（昭和 25 年 7 月 8 日農

林省告示第 206 号。）別表第 1

に掲げる数量の１％の生植物



から若葉（最低１葉）をサン

プリングし、検定 

 

（４）検定結果による対応 

同一の検疫有害植物が繰り返し検出された場合は、以下のとおり STEP を進めるこ

ととする。 

STEP 輸入検査時等の対応 輸出国に適切な措置の

実施を求める対応 

０：平時 国と検疫有害植物の組合せ毎に年間

300 件を上限に抽出（少量荷口を除

く。） 

 

１：不適合１回目 上限を撤廃し、少量荷口も含めて全ロ

ットを検査 

輸出国通報（「輸出国植

物防疫機関に対する通

報実施要綱」（昭和52年

８月 25 日付け 52 農蚕

第5308号農蚕園芸局長

通知）第３で定める通

報。以下同じ。）又は書

簡発出※１ 

２：不適合２回目 引き続き、少量荷口も含めて全ロット

を検査 

書簡発出※２ 

書簡に含まれない情報

は輸出国通報 

３：不適合３回目 輸入停止 書簡発出※３ 

書簡に含まれない情報

は輸出国通報 

４：輸入停止解除 輸出国との協議の上、適切であると確認できた場合 

※１：同一検査証明書の複数検査荷口から同一検疫有害植物が検出された場合、検出

された検査荷口は全て不合格となるが、不適合事例としては１件とカウントする。  

輸出国通報又は書簡においては検出の原因究明及びその改善措置の実施を促し、

１年間又は一定件数内に再度不適合事例が確認された場合は STEP２に移行し、日 

本でのモニタリング検査数量を引き上げる旨を通知する。 

STEP１においては、検疫有害植物が検出された後の１年間（輸入検査実績がない

ものを除く。）又は 30 件の連続した検査で新たな検出が確認されない場合は、STEP

０に戻す。 

※２：輸出国への書簡では、検出の原因究明及びその改善措置の提出を要請するとと

もに、提出期限（３か月程度）を設けて求める。書簡で定めた期日までは STEP２

の対応を継続し、新たな不適合事例があってもカウントせず、STEP３へは移行しな

い。 

期日までに回答があった場合、その内容を確認し、問題がないと判断した場合



は、STEP１に戻し、その後カウントを再開する。カウント再開後、不適合事例が

あれば STEP２に移行。 

期日までに回答があったが、その内容を確認し改善措置が不十分又は不明だっ

た場合、再度、期日を設けて再検討を要請。 

期日までに回答がない場合、期日の翌日からカウントを再開する。期日までに

新たな不適合事例があった場合はカウントに含める。 

カウント再開後、不適合があれば STEP３へ移行する。 

STEP２においては、１年間（輸入検査実績がないものを除く。）又は 30 件の連

続した検査で新たな検出がない場合は、STEP１に戻す。 

※３：開始時期を指定し、輸出国に検査証明書の発給停止を要請する。 

 


